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Ⅰ．はじめに
　個々の企業が有するヒト、モノ、カネ、情
報という経営資源の独自性と異質性に注目
し、その独自性や異質性が企業の差別的優位
性を生み出し、相対的競争力を創出するとい
う資源ベース理論(RBV : Resource-Based View)
を根底に据えて、経営資源の蓄積と展開の新
たな形成プロセスとそのプロセスを通じた組
織能力＝ケイパビリティの向上について、企
業環境との動態的な適応という視点へと繋げ
て議論を展開させたのがダイナミック・ケイ
パビリティ・アプローチである1）。このアプ
ローチの中核の一つが、シュンペーター的企
業家精神をもった経営者の重要な役割であ
る。ティース(Teece,D.J.,)は、ケイパビリティ
という組織能力だけでなく、そうした能力と
事業機会との適合、常に変化し続ける企業外
部資源の取り込みとその内部資源化、それら
をリードしていく機動的な経営者能力といっ
たダイナミック・ケイパビリティの必要性を
主張した2）。
　 　この機動的な経営者能力をRBV理論の模
倣不可能な経営資源と捉えて、ファミリー
ビジネスの永続性を説明しようとする研究
が展開されている3）。奥村(2015)は、ファミ
リービジネスの後継経営者のなかからしば
しば企業家的経営者が輩出するが、彼こそ
がダイナミック・ケイパビリティの駆動者
である企業特殊的資源である。企業特殊的
とは、その企業特有の知識・スキルのこと
を指す。ファミリービジネスの経営者はそ
の意味できわめて企業特殊的経営資源だと
いえる。
と述べている4）。この企業特殊的経営資源と
地域との資源相互依存的関係性の構築に着目
し、ファミリービジネス自体が地域資源であ
るという主張を加護野が行っている5）。
　本稿では、日本における地域経済の持続的
発展の牽引役となる地域企業の競争力創出の
観点から、ダイナミック・ケイパビリティ・
アプローチが地域における企業成長とその競
争力創出を導く理論の一つとして有効である
か否かを検証するために、その試行的考察と
して静岡県浜松市に所在する幾つかのファミ
リービジネスを事例として検討してみる。
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1） 永山(2017)。
2） Teece(2009)。
3） 奥村(2015)。
4） 奥村(2015)、p14.
5） ファミリービジネス学会[編](2016)、第8章。
研究ノート
─ 134 ─
環境と経営　第23巻　第２号（2017年）
Ⅱ．ファミリービジネスの定義
　日本経済新聞で2008年4月より連載されて
きた「200年企業－成長と持続の条件」は、
時代や経営環境の変化に適応して、自らをし
なやかに変革してきた企業経営の姿が示され
ている6）。そこには、事業の選択と集中、コー
ポレートガバナンスの強化、コア･コンピタ
ンス経営、従業員重視、実力主義人事といっ
た近年の経営の基本的課題をとうの昔から経
営の軸にもち、実行してきた姿が映し出され
ている7）。こうした「200年企業」の多くが、
近年ファミリービジネスと呼ばれる同族企業
である。
　この連載の第１回目に登場したのは、1801
年に清水港（静岡市）で創業した鈴与とい
う200年企業であり、現社長は９代目となる。
現代表取締役会長の８代目の経営について、
同連載記事は以下のような記述をしている8）。
　　老舗企業は先祖代々の事業を地道に続け
ているイメージがあるが、環境変化やリス
クに挑む「非連続」の革新がなければ時代
の波を乗り越えられない。祖業で生きる伝
統業種であっても販売や組織のイノベー
ションがあってこそ生き永らえられる。
　このようなファミリービジネスは、日本
企業の97％を占めているという9）。日本は世
界的にみてもその数、歴史においてもファミ
リービジネス大国と言われている。近年は、
世界的にもファミリービジネスが再評価さ
れ、日本でも最近この研究が盛んに行われる
ようになっている10）。ところが、こうしたファ
ミリービジネスの定義は必ずしも統一的に示
されているわけではない。『ファミリービジ
ネス白書[2015年版]』（以下、「白書」と略す。）
では、ファミリービジネスを以下のように定
義している11）。
　　ファミリーが同一時期あるいは異なった
時点において役員または株主のうち２名以
上を占める企業。具体的には、同一時期だ
けではなく時間経過の視点も踏まえ、所有
において主要株主（上位10以内）にファミ
リーメンバーが入っている、あるいは経営
において会社法上の役員にファミリーメン
バーが入っている、と満たす企業。
　また、入山／山野井(2014)は、ファミリー
ビジネスを同族所有企業と同族経営企業と
に分類しており（トヨタ自動車は同族経営企
業）、奥村(2015)は、この分類を援用する形で
以下のように暫定的に定義している12）。
　 　ファミリービジネスとは創業家の一族が
その企業の所有あるいは経営に携わる企
業。つまり、所有のみの企業、あるいは所
有の程度は低いが経営の中枢に創業家のメ
ンバーがいる企業、そして所有も経営も行
う企業。
　本稿では、上記の奥村の定義を用いてファ
ミリービジネスを捉えて考察を行う。つま
り、同族が所有、経営に関与する企業はすべ
てファミリービジネスとして扱うというもの
である。この定義付けの有益な基盤的知見と
なっているのが、多くの先行研究がベーシッ
クモデルとして示しているスリ ・ーサークル・
モデルである。
　ガーシックら (Gersick, K.E., J.A.Davis, M.M. 
Hampton and I.S.Lansberg, 1997)によると、ファ
ミリー、ビジネス、オーナーシップという３
つのサブシステムからファミリービジネスが
構成されるという（図1）。この３つのサブシ
ステムは互いに有機的に絡み合いながら営ま
れるため、ファミリービジネスとは一般企業
と異なり、３つのサブシステム間の様々な利
害関係の調整が必要とされる複雑な経営組織
であるという。例えば、一方でビジネスは経
済合理性に沿って展開されるべきであるが、
6） 日本経済新聞社[編](2010、2012、2013)。
7） 日本経済新聞社[編](2010)、pp.5-8.
8） 同書、p.17.
9） ファミリービジネス白書企画編集委員会[編]
(2016)、p.2．
10） 2008年にファミリービジネス学会が設立され、
2015年秋の『一橋ビジネスレビュー』では「ファ
ミリービジネス－その強さとリスク－」という
特集が組まれた。また、2016年には『ファミリー
ビジネス白書[2015年版]』が発刊され、この領
域研究が盛んに行われている。
11） ファミリービジネス白書企画編集委員会[編]
(2016)、p.5.
12） 奥村(2015)、pp.7-8.
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他方で雇用、アイデンティティ、収入などに
対するファミリーのニーズにも合わせてい
かなければならないという13）。「白書」では、
このモデルは、ファミリーメンバーが所有と
経営の両方か、あるいはいずれかに関わる
こと、及びファミリーメンバーがビジネスに
関与することで企業経営に何らかの影響を与
えるということを示しているとして、上述の
定義づけへと導くまさにベーシックモデルと
なっている。
　このように捉えられるファミリービジネ
スに関しては、多くの先行研究が存在する
が、ここでは、それらの研究の考察は別の機
会に譲ることとして、上述のように基本的に
位置づけられるファミリービジネスのファミ
リー、ビジネス、オーナーシップという３つ
のサブシステムが互いに有機的に絡み合いな
がら営まれるため、３つのサブシステム間の
様々な利害関係の調整が必要とされる複雑な
経営組織であるという点から、企業家的経営
者が発現し、ダイナミック・ケイパビリティ
の駆動者である企業特殊的資源となるかどう
かを、静岡県浜松市に所在する企業の事例を
用いて探ってみることとする。
Ⅲ．浜松市の事例
　静岡県浜松市を中心とする同県西部地域
は、日本のいわゆるものづくりの拠点のひ
とつである。浜松で生まれた本田宗一郎が、
1948年に、従業員34人、資本金100万円の小
さな町工場で自転車用補助エンジンの製造か
らスタートさせた本田技研工業株式会社。浜
名湖の湖岸の小さな村で1909年に鈴木式織機
製作所を創業した現在のスズキ株式会社。小
柴昌俊東京大学名誉教授のノーベル物理学賞
受賞に結びついたカミオカンデでの研究を支
え、梶田隆章東京大学教授のノーベル物理学
賞受賞へと続いたニュートリノ天文学の基盤
を支える浜松ホトニクス株式会社。楽器で世
界に名を馳せるヤマハ株式会社や株式会社河
合楽器製作所。そして浜松市の東隣で天竜川
を挟んだ磐田市に本社を置くヤマハ発動機株
式会社などなど。日本のものづくりを代表す
る企業を挙げれば枚挙に暇がない。そして、
こうした大企業を支える多くの優れた中小企
業が集積した地域でもあることは周知のこと
である。しかし、こうしたグローバル・プレ
イヤーの陰に隠れながら、長く地域経済を持
続的に支えてきたファミリービジネスの存在
もまたこの地域の重要な要素である。
　ここでは、食に係る製品の製造・販売を長
く行ってきているファミリービジネス３社を
事例として検討し、その特徴と企業特有の知
識・スキルとしての企業特殊的資源を探り、
ダイナミック・ケイパビリティの側面を考察
することとする14）。
1．ヒトとモノとの連動；ヤタローグループ
　1933年に浜松市にパン・菓子製造販売の中
村時商店として創業され、1948年に株式会社
ヤタローとして総合食品製造・販売企業とな
り、現在は持株会社として9つの会社を傘下
に収める同グループは、現在２代目の中村伸
13） ファミリービジネス白書企画編集委員会[編]
(2016)、p.5.、奥村(2015)、p.8.,など。
14） ここで取り上げる３社の事例は、2016年6月に
4回にわたって開催された静岡産業大学経営学
部第22回公開講座「企業の突破力 PartⅠ」に
講師としてご参加戴いた企業のうちの３社で
ある。これ以降の記述は、講師を務めて戴い
た各社社長、専務の方々との事前ヒアリン
グ、講座当日の話題提供及び質疑並びに各講師
提供資料による。また、鳥居食品株式会社に
つ い て は、http://www.newtopleader.jp/pickup/
compete/1656/も参考としている。
ビジネス
ファミリーオーナーシップ
図1　スリー・サークル・モデル
（出所）Gersick et al.,(1997)、訳書、p.14より引用。
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宏氏が代表取締役CEOを務めている。同グ
ループの事業は、スイーツ事業、ベーカリ ・ー
デリベーカリー事業、レストラン事業、給食・
学食事業、食品製造事業、青果事業、ネット
通販事業、公共サービス事業、観光事業（地
域振興）、海外事業、OEM事業、と多岐にわたっ
て展開されている。
　ヤタローグループの経営の重要な柱は、経
営資源のヒトの重視とモノへのヒトのコミッ
トメントの強さである。中村社長は、優秀な
主婦のパートが現在は正社員として店長を務
めているように、頑張っている人への評価は
しっかりと行っていること、多様な人材が会
社の武器であること、社員に継続的に新商品
アイデアを求めていること、の３つを企業成
長と組織活性化の鍵と述べている。具体的に
は、例えば、30代の元テレビ局アナウンサー
を入社後5年ほどでグループ執行役員にして
新規事業プロジェクトを任せ、若い世代から
のアイデアを吸い上げている。それは、「食と
健康に関する事業」への挑戦と題され、美味
しい健康食の開発、健康支援サービスの提供、
元気な高齢者の創出、首都圏から海外へ、機
能性食材の活用、という目標設定のもと、全
社員に対してのアイデア募集を図っている。
これは、企業戦略の組織一体化をという経営
戦略論の重要な視点である”strategic intent” 
に他ならない。
　このことは、以下の創業80周年に設定され
た行動指針である「ヤタローの心得」の具現
化である。
　１．工夫
　　　　平易な積み重ねが糧となる
　２．感謝
　　　　優しさを寛容に繋げよう
　３．信義
　　　　凜として背筋を伸ばそう
　この「心得」を基本として、同社は常にグ
ループ力を」目指して、①強い意志の力（個
の自己実現）、②多角的視野（セカンドアビ
リティ）、③コラボレーション（パートナー
シップ）の３つをコンセプトして示している。
　同社は、従業員重視というファミリービジ
ネスの特徴として挙げられる点を明確に示し
ており、組織におけるヒトの活かし方を社長
の強力なリーダーシップのもとで実践してい
ると言える。しかしながら、地域としてブラ
ンド力を有する主力の洋菓子のバームクーヘ
ン「治一郎」（同社はスイーツブランド事業と
している。図２を参照。）を子会社化（株式
会社治一郎）し、ナショナルブランド化を図っ
ていくためのマーケティング力創出の方法を
東京本社化に求めている点は、同社の競争優
位性を大きく損なうことにはならないか疑問
がある点である。地域の人々から構成される
従業員によって地域企業としての位置づけで
あるから全社員参加型の経営を行えるので
あって、そのことが企業特殊資源となって企
業環境への動態的適応となっているからであ
る。食を中核とした関連型多角化による事業
展開もまた、地域の外延的拡大による競争優
位性の構築はもたらすかもしれないが、東京
本社化はそうした地域の情報的資源が極めて
限定的にしか活かされない。逆に、浜松地域
からの全国への拡大を段階的に図る方が、企
業特有の知識・スキルが独自性と異質性とし
てダイナミックなケイパビリティを高めてい
くと考えられる。
図2　主力商品のバームクーヘン「治一郎」
※ 同商品は、商品開発から包装デザイン・生産ラ
インの設計から店舗デザインまで同社の若手従
業員が企画に携わっている。
（出所）同社提供資料より。
2． 製品と市場との対話を目指して；花の舞
酒造株式会社
　創業が1864年で、現在専務取締役を務め、
東京支店長である高田謙之丞氏が7代目とな
る花の舞酒造株式会社は、従業員64人のいわ
ゆる造り酒屋である。現在代表取締役を務
める6代目の高田和夫氏はまさに職人気質で、
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1989年より地元の契約農家で吟醸酒という高
級酒の原料となる山田錦の栽培を開始し、現
在の同社の吟醸酒は100%静岡産の山田錦を原
料としているまでのこだわりをもっており、
それは若い杜氏にも共有されている。
　同社は、ある意味日本の酒造会社すべてが
直面している、成熟市場である日本酒市場の
国内市場の縮小への対応という課題を抱え
ている。祖業としての酒造が存続できるか否
かの極めて厳しい状況に直面しているのであ
る。そのため、限られたパイの争奪という熾
烈な競争が展開されている業界である。同社
もその対応策として女性市場に力点を入れ、
ライスワインとも言われる吟醸酒でラベルに
彩りを加味した「吟醸酒花ラベル」という商
品や、低アルコール微発泡清酒「ちょびっと
乾杯」という商品を販売し、メロン、イチゴ、
ブルーベリー、ゆずといった清酒らしからぬ
商品を開発し、何年も続けてベルギーの製品
の技術水準を審査する民間団体から「金賞」
を受賞している。
　歴史のある祖業を支えるのは「こだわり」
である。このこだわりによって造られた商品
を通じた企業メッセージは、まさに市場との
対話によってなされる。それは、日本酒の日
本市場の場合、日本酒の二極化を巧く利用し
たマーケティングの展開でもある。
　日本酒のナショナルブランドとしてその生
産量、販売量の上位を占めるのは、白鶴酒造
（灘）、月桂冠（伏見）、大関（兵庫）、宝酒造
（宝ホールディングス、伏見）、日本盛（兵庫）、
黄桜（伏見）、菊正宗（灘）といった京都・
伏見と兵庫（神戸）・灘という昔からの２大
産地企業である。その一方で、全国各地にあ
る“酒蔵”という中小零細メーカーがたくさ
ん存在している。これらの酒蔵は、ホームペー
ジ上で多言語でのマーケティングを展開し、
世界中へプロモーション情報の提供とネット
販売を行っている。欧米を中心にした日本酒
ブームをブームで終わらせないマーケティン
グを実に巧みに展開させている。ウイスキー
にしてもワインにしても、その製造に係る「こ
だわり」と「ものづくりスピリット」は日本
酒と同じである。例えば、日本国内市場でも
ブランド力を高めている「獺祭（だっさい）」
（旭酒造／山口県・岩国）、「久保田」（朝日酒造
／新潟県・長岡）、「白瀑（しらたき）」（山本合
名会社／秋田県・北能代）などは、店舗販売
ばかりでなくインターネット販売でもなかな
か入手できない、というwebマーケティング
の力を使って市場との対話に成功している。
　ロシアのウォッカにしてもメキシコのテ
キーラにしてもそもそもはその地域の「地酒」
であった。限られた「地域」がいきなりグロー
バルへと躍り出ることが可能である。そのた
めには、「地酒」＝地域というシンパシー（共
鳴、共感）を地域で創出することが重要であ
る。酒造りには、杜氏と呼ばれる酒造りのす
べてを知り尽くしている酒蔵の責任者、そし
て、蔵人と呼ばれる酒造り職人を率いるリー
ダーが存在する。全国の多くの酒蔵では、そ
の杜氏を伝統的に外部の人に委ねてきた。し
かし、花の舞酒造ではかねてより地元杜氏に
こだわり、社内で若き技能集団を育てきたと
いう。この酒造りの中核をなす人材を地元杜
図3　会員農家が持ちよった山田錦の苗
（出所）同社HPより引用。
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氏に委ねている同社の場合は、上述の点は極
めて重要である。
　花の舞酒造は、その酒造りのこだわりが巧
く市場へ伝わっているとは言い難い。数々
の「金賞」受賞という商品評価は大きな資源
である。静岡県西部地区で山田錦を栽培する
花の舞の契約農家グループ「静岡山田錦研究
会」を1997年立ち上げ、その活動記録をホー
ムページ上で公開し続けていることや、長く
続けられている酒蔵見学といった「こだわ
り」の見える化の姿勢は、模倣不可能な独自
性と異質性を市場へと知らしめ、その市場か
らのリスポンスを企業特殊資源へと転換して
いくプロセスでもある。ファミリービジネス
であることで得られるパトロンとしての地域
住民との「こだわり」の商品を通じた対話が
もっと活発に行われ、それが道具であるICT
の利活用を含めた多様な方法で展開されるこ
とが、経営資源の動態化とそのダイナミック・
プロセスから創り出される組織能力となって
いく。いわゆる「日本の酒所」ではない静岡
県浜松市に所在する花の舞酒造が、その模倣
不可能な「こだわり酒」を作り続けるには、
地域住民の自尊的パトロン化が不可欠であ
る。
3． アントレプレナーシップの発揮；鳥居食
品株式会社
　1924年創業の鳥居食品株式会社の３代目を
継いだ現在の代表取締役社長の鳥居大資氏
は、自ら事業承継を申し出た人物である。こ
の鳥居氏、慶應義塾大学を卒業後、スタン
フォード大学大学院修士課程で国際関係論を
学び、三菱商事勤務を経てGE社に転職、と
いう経歴の持ち主である。
　　「商社で企業研究をしていたんですが、
その対象がGEだったんですよ。それで興
味を持って、たまたま募集をかけているこ
とを知ったんです。同僚と『募集があるみ
たいだから、みんなで受けてみるか』とい
う話になって、応募してみたんですけど、
どうやら本当に受けたのは私だけだったみ
たいです。それで転職したんですが、当時
のGEはジャック・ウェルチがトップにて、
おもしろい会社でした。」
と語り、同僚も起業家精神旺盛な人ばかりで、
二代目の父親が病気で倒れ、帰国して家業を
継ぐことになったことにそれほど抵抗はな
かった、とも語っている。
　鳥居氏は、「うちはソース屋ですから」（トリ
イソース）とドメインを明確に示し、そのこ
とが製品開発への経営資源配分の明確さを生
んでいる。しかし、そう明言するには幾つか
の紆余屈折があった。
　　「経営に万能の方程式があるかのような
誤解と、根拠のない自信が錯覚であったと
気づくまで、そう時間はかかりませんでし
た。とにかく、新しいことに挑戦しようと
すると、途端に思うようにいかなくなる。
コミュニケーション不全です。それは、社
員と私の世代間ギャップも一因だったと思
います。また、当然ながら、私の経験不足
も大きな要因でした。家業とはいえ、それ
まで私がいた世界とはまったくの別世界で
すから、私の頭の中では自社がめざすべき
方向性が、ある程度、描けていたとしても、
それを日常業務のレベルで指示することが
できない。その日、どなたと会って、どん
な話をしたらよいのか、という具体的な指
示ができないわけです。それでは社員も戸
惑うし、私もどうしてよいのかわからない。
結局、性急な方針転換や社内改革は非現実
的だと気づきました。まずは従来の慣習と
か製法などをじっくりと勉強して、私自身
が経営者として成長しなければ、何も前に
進まない。しばらくは安全運転に徹しよう
と考えました。でも、その間、ただ従来の
仕事を踏襲するだけではありませんでし
た。たとえば、そのころの経理処理はまだ
手書き伝票で、商品の発送業務も担当者が
自ら配達していました。そのあたりは、新
しいやり方に変えやすかったこともあり、
パソコンを導入したり、採算性の低い仕事
を整理したりして、少しずつではあっても
変えて、将来の改革に向けた下地づくりに
取り組みました。そうするうち、叔父たち
をはじめ、ベテラン社員が引退して、新し
い人材に入れ替わっていきました。いま、
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社員の平均年齢は30代半ばくらいです。毎
年、１つは新商品を開発するようになった
のは、そうして世代交代が進んでからのこ
とですね。」
　鳥居氏は時間をかけて、ソース屋という仕
事と向き合っていった。家業を継いだ当時は、
業務用と家庭用の売上比率は9：1と業務用に
偏っていた。そこで、家庭用にも目を向けて、
商品を整理し、本業のソースに注力したとい
う。原材料を見直し、なるべく地元産の食材
を用い、社内で加工するようにした。逆に創
業以来使い続けている木桶のような古い手法
を大切にすることで差別化を図る。残す部分
と変える部分の舵取りをした結果、世代交代
が進み、新しい商品開発ができる環境が整っ
ていったのである。現在は、業務用と家庭用
の比率はほぼ5：5となっているという。
　こうした中、鳥居氏が取り組んだ変革が２
つある。一つは、パッケージを紙製の箱形パッ
ケージにしたことである。ラベルを貼る手間
を軽減し、小売店でも目立つ。厚紙が底と側
面をカバーしているので瓶も割れにくく、リ
ユース瓶で環境面にも考慮し、瓶という不便
さを強み変えたのである。もう一つが、創業
以来の製造レシピの変更である。これには4
年を費やしたという。創業以来の「味」を大
きく変えるのでなく、だからといって自分の
「トリイソース」の味を創り出したいという
パッションもある。結果として2014年にウス
ターソースと中濃ソースを刷新することがで
きたのである。一般的メーカーは糖蜜を使っ
て色出ししていることが多いが、トリイソー
スはカラメルを自社精製することで無添加と
名乗れるし、甘みも調整することができた。
中濃ソースの澱粉に米粉を用いた点も消費者
にアピールできるという。さらに大きな変革
は、
　　「ただでさえ、うちのソースはパンチの
ない味なんですけど、カツオ節を入れた途
端に味が丸くなったんです。これには本当
に驚きました。でも、これでようやくスター
トできたという感じです。」
と鳥居氏が語っているように、３代目の味が
生まれたことである。そこにはもう一つの大
きな試みがある。原材料のこだわりと地域へ
のこだわりである。原材料の野菜の仕入れは、
地域の農家との契約で行われている。ピュー
レや粉末を使用してコストダウンを図ってい
るメーカーも多いが、トリイソースでは創業
当時から生の野菜からソースを仕込んでい
る。生の野菜から作られる「味」へのこだわ
りが、地産地消という地域を活かした事業展
開を生んでいる。しかしながら、このことは
また以下のような悩みも生んでいる。
　　「地産地消を追求して、浜松の地域ブラ
ンドであることを強調するのは大切なこと
ではありますが、そうするとどうしても高
価になります。日常の食卓でお使いいただ
く調味料として、単純に「良質な商品」を
めざすだけでよいのか。とはいえ、価格を
抑制するためにこだわりを薄めた商品をつ
くってしまっては、私どもが浜松でソース
図4　ほとんどの工程が昔ながらの手作業でおこなわれる
（出所）鳥居食品株式会社ホームページより引用。
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をつくる意義を見失ってしまう。そんな悩
みに頭を抱えながら、経営者としての未熟
さを痛感させられているところです。
　　そうして自社のめざすべき道を考えてい
るとき、思うのはやはり創業者のことです
ね。といっても、私が物心ついたころ、祖
父はもう経営を引退していて、直接、家業
について話を聞く機会はありませんでし
た。ですから、創業者がいったいどういう
気持ちでソースをつくっていたのか、私は
ただ想像するほかない。２代目なら、実際
に創業者の姿を見ていたはずで、直接、創
業の経緯を尋ねることもできますから、そ
んなことに悩みはしないでしょう。３代目
ならではの悩みなのかもしれません。
　　祖父が創業した大正末期という時代、
ソースはいまほど馴染み深い調味料ではな
かったはずです。もっと新鮮な印象があっ
て、遠い外国の香りがして、それを口にす
ることは喜びとか驚きといった感覚にもつ
ながったのではないかと思うんです。
　　そういう意味では、ちょっと飛躍がある
かもしれませんが、いまの時代なら、スマ
ホ向けのアプリを開発する会社を創業する
ような、若々しい躍動感や人々の生活を変
えたいという使命感のようなものを感じて
いたのかもしれない。もちろん、時代背景
が違うので、祖父が創業したころと同じよ
うな役割は担うことができないでしょう
が、その気概を受け継ぎながら、現代に合っ
たソースづくりを追求していきたいと思っ
ています。」
　このようなファミリービジネス特有の組織
文化は、企業家精神（アントレプレナーシッ
プ）の発揮による組織の進むべき方向の明確
さとそれに沿った伝統の変革によって、経営
資源の独自性と異質性を創出することに繋が
る。鳥居社長が常に追い求める古くて新しい
「形」は、その経営資源のダイナミックさを
創り出すことである。鳥居食品（トリイソー
ス）の事例は、ファミリービジネス特有の創
業以来のスピリッツを常に変化し続ける企業
環境と事業機会に適応する機動的な経営者能
力の発揮を示している。その意味で、ファミ
リービジネスへのダイナミック・ケイパビリ
ティ・アプローチの有意性を見出せるといえ
よう。
Ⅳ．むすび
　以上の事例では、創業家が長く経営の主体
であり続け、規模の大小に依らずに自立し、
そして自律した経営状況にあり、代々継承さ
れる行動規範なり組織文化なりを有するファ
ミリービジネスの経営をみてきた。そこで
は、経営の持続性に加えて地域との繋がりが
大きな要素として浮かびあがった。それは、
「地域から支持される企業」であり続けるこ
とが不可欠であるということである。そこに
は、自らの存続・成長が地域に貢献するとい
う暗黙の経営哲学が創業以来息づいている。
ヤタローグループが、自社ブランドのナショ
ナルブランド化を意図して東京への本社移転
を検討しているというが、従業員が一体化し
た”strategic intent”による組織能力の向上と
いう経営上の特徴は、地域資源としてのヒト
あってのものである。花の舞酒造もまた製品
市場での競争では、その情報受発信のグロー
バルな展開が求められるが、その製品開発を
担う人材と原材料は地域資源の活かし方に他
ならない。鳥居食品（トリイソース）は、そ
の意味で地域企業であることを前提とした経
営を実践している。
　加護野(2016)は、ファミリービジネスは、
地域の企業や人、さまざまな資源との「資源
相互依存(resource interdependence)」の関係性
を構築しているといえる、と述べている。ま
た、ファミリービジネスは、ヒト、モノ、カ
ネ、情報という「経営資源」を取り入れ、新
たなヒト、モノ、カネ、情報という「地域資
源」を生み出す主体でもあると述べている（図
5）15）。RBV理論におけるVRIOフレームワー
クが示す価値(value)、希少性(rarity)、模倣困
難性(imitability)、組織(organization)の組み合わ
せで競争優位性が構築されるとすれば16）、長
い時間を費やし、しかも動態的に経営資源と
15） ファミリービジネス学会[編](2016)、pp.155-156.
16） 永山(2017)。
ダイナミック・ケイパビリティと地域のファミリービジネス
─ 141 ─
地域資源との資源相互依存関係構築のプロセ
スをファミリービジネスが創出していくこと
は、ダイナミック・ケイパビリティ・アプロー
チの実証的研究への手掛かりとなるといえよ
う。そして、ダイナミック・ケイパビリティ・
アプローチがファミリービジネスを対象とし
て実証的に研究されることは、かつて、経済
産業省が模索したファミリービジネスを核と
した地域活性化のあり方、可能性として示し
た以下の諸点17）へと繋がっていくことにな
る。
　① 地域の価値を高めて地域に人を呼び込む
ことが企業としての成長戦略となる。
　② 長年地域と共に歩んできたファミリービ
ジネスはそのリーダーシップを発揮し、
地域から信頼という基盤を強みに事業を
推進することができる。
　③ 地域外からでは見えにくい問題を敏感に
察知し、地域で代々培った信頼を基に地
域内での問題解決において主導的な役割
を担うことができる。
　④ ファミリービジネスは地域活性化の担
い手として重要な存在であることから、
ファミリービジネスが地域活性化をより
推進できるような環境整備を行うこと
は、地域経済の活性化における有益な方
策である。
　しかし、ファミリー企業の不祥事には事欠
かなく、マイナス面が際立っているのも事実
である。その点も含めて、ヒト、モノ、カネ、
情報という経営資源の総体としての組織能力
を高める地域資源としてのヒト、モノ、カネ、
情報との融合化プロセスをどのように構築し
ていくかが重要である。
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